
1：これから認証取得を計画されている企業
2：現在取得に向けて推進している企業

本審査受審に際して更なる上の合格点を得るために、実際に5人の審査員による本審査時に指摘された不適合事項を掲載しますので参考にしてください。
	序文1：
適用範囲
	・組織が特定する"影響が生じると思われる"適用範囲が不明確である。

	4.
環境マネジメントシステム要求事項
4.1
一般
	・"影響を及ぼすことが出来る環境側面"のより明確な境界を記載する。
　(例えば製造活動の外注、資材の購入、倉庫、輸送管理、サービスを受ける委託管理、設計・開発管理等)など。
・"どのようにしてこれらの要求事項を満たすかを決定すること"を明確にする。

	4.2
環境方針
	・"組織で働く及び組織のために働く人に周知する"が不明確。
・"定められた範囲の中で"の意味はその適用範囲では確実に責任を持ってほしいとの事である。
・"組織のために働く人"のうち請負者などへの方針の周知方法について従業員と同じように方針そのものでしても良いし、該当する部分を抜き出して周知しても、あるいは手順や規定を用いて周知しても良い。
・"一般の人々が入手可能である"を明確にする。

	4.3.1
環境側面
	・"影響を及ぼせる側面"や"製品及びサービス"の評価方法が不明確。
　①サービスの要素として運送業者の排ガスも一例である。
　②不良品の返品も影響を及ぼせる環境側面である。
　③試作品等の廃棄も環境側面である。
・"有害及び有益かを問わず"の著しい環境側面の評価手順が不明確。
・"影響を及ぼせる側面"の中に自社で使用する原材料が漏れている。
・"与える可能性ある側面"についてはどのようなものなのかが不明確。
・"この情報を文書化し、常に最新のものにしておくこと"を要求し、システム要素すべての段階で著しい環境側面を考慮に入れる手順が不明確。
・組織が提供する製品及びサービスの側面に対して特定対象と考え管理も行っているが、組織が使用する製品サービスの環境側面の特定及び管理は対象にされていない。

	4.3.2
法的及びその他の要求事項
	・産業廃棄物の収集運搬及び処理業者との契約書が未締結
・放流水の関連法規は下水道法であるが、記載なし。
・消防法についても記載する必要がある。
・"これらの要求事項をどのように適用するかを決定する"が確認できない。
環境関連法規制及びその他の要求事項については参照できる条項を明記する。
・顧客から文書で要求される環境に関することは外部文書で、"その他の要求事項"ではないか。
・"その他の要求事項"が不明確。
・"環境側面に関係して適用可能な法的要求事項及び組織が同意するその他の要求事項を特定する"につき明確な記述がない。

	4.3.3
目的・目標及び実施計画
	・目標の定量化が不明確。実態を把握すると書かれておりそれは手段であり目的ではない。
・グリーン購入に対する点が弱い。
・著しい環境側面に選出されながら、環境目的・目標に反映されていないケースがある。
・目的・目標のレビューは定期的に実施せよとは要求していない。
・環境目的・目標で未達の場合、是正処置を行う判断基準を明確にする。
・環境マネジメントプログラムの"手段の欄"はより明確な記述をする。
・"環境目的及び目標は、"実施できる場合は測定可能"は実施できるならば測定するということではなく"出来る限り測定可能な表現で"と置き換える。

	4.4.1
資源、役割、責任及び権限
	・"不可欠な資源を確実に利用できるようにすること"は必要に応じて確実に利用できる手順が用意されていることで、あらかじめ用意されていることではない。

	4.4.2
力量、教育訓練及自覚
	・自覚させる手順が不明確。
・"著しい環境影響の原因となる業務に従事する人々"に必要な教育訓練は何か、またその力量はどのようにして判断するのか不明確。
・力量項目を明確にすること。
・"規定された手順"から逸脱した際の結果から単純に"手順"となっているのですべての手順が対象になる。
・特殊業務従事者教育の力量評価を明確にする。

	4.4.3
コミュニケーション
	・著しい環境側面の外部コミュニケーションの実施が未決定。規格は決定を要求して
いる。
　①著しい環境側面に対して外部コミュニケーションを行うかを決定する。
　②その決定内容を文書化する。
　③外部コミュニケーションを行うと決定した組織は、その方法を確立して実施する。

	4.4.4
文書類 
	・外部文書の位置づけが明確になっていない。

	4.4.5
文書管理
	・文書のレビューの方法(例えば、いつ、誰が、どのように)を明確にする。
・文書のレビュー記録を作成する必要あり。
・f)項の外部文書は"組織が必要とした"としてその範囲を限定している。
・文書の配布管理を明確にする。

	4.4.6
運用管理
	・下請負業者への取り組みでは、マニュアル及び管理手順で自社の方針と自社の取組みの伝達しか記述してないが、業者の取り組みへの要求も必要。
・設計・開発に関わる運用手順がない。
・物品・サービスの著しい環境側面に関する要求事項の業者への伝達は注文書に記載されていたが、対象となる直接関与する要求事項を考慮する。(輸送、取り扱い、受け渡し等)
　①1996年度版 c)項では、"供給者及び請負者に伝達すること"となって伝達すればよかったのであるが、2004年版では影響を及ぼすことが出来る範囲で側面を特定し、著しい環境側面に関して何らかの管理をすることが求められている。
　②この項のみに文書化した手順を要求している。すなわち運用の一部には文書化した手順を必要とすることである。
・指定可燃物の処置の手順と表示は必要である。
・廃掃法に従って業者との契約、マニュフェストの管理、消防法の指定可燃物の届け出、最終処分場の視察の実施が必要。
・安衛法上の要求事項の特定が不十分である。
・雨水排水ライン図の作成が必要である。
・廃棄物置場、廃油置場の管理が適切に実施されていない。

	4.7
緊急事態への準備及び対応
	・緊急事態の対応手順が未作成。
・緊急事態を特定する手順について明記すること。
・緊急事態発生報告ルート図はあるが、緩和処置の手順がない。
・手順のテストを定期的に実施するとは何時なのかを明記する。
・緊急事態については「火災」を環境側面評価表の横軸にしてもよいのでは。
・本審査までに必ずテストは実施しておく。
・緊急事態のテストで、「著しい環境側面」に対する訓練実施と使用した手順の見直し評価記録が必要である。

	4.5.1
監視及び測定
	・校正対象機器があるかないか不明。
・目的・目標に対して、追跡の記録がない。
・主要な監視・測定の項目は明確にされていたが、その基準値は法規制値としてあるが、自主管理基準も加えるように。
・監視測定は少なくとも1回/月とした方が妥当である。

	4.5.2
順守評価
	・いつ、誰が、どのようにするかという順守の評価方法が記載されていない。
・評価するのであれば、その法規制の何を順守するのか明確にすること。
・廃棄物処理業者との契約書、許可書、マニュフェスト等の確認
・法的要求事項及び組織が同意するその他の要求事項にも定期的な順守評価の手順を確立し、実施し、記録を残す。
・環境法のみではない。

	4.5.3
不適合並びに是正処置及び予防処置
	・何を不適合とするか不明確。
・目的・目標の未達も不適合である。
・"有効性をレビューする"が不明確

	4.5.4
記録の管理
	・記録名、保管期間を定めているがマニュフェストが欠落している。
・産業廃棄物業者を訪問した場合の写真も記録として記載する。

	4.5.5
内部監査
	・監査基準、監査の責任等記述のない項目がある。
・4.1項も監査対象である。
・内部監査員の資格要件が記載されていない。
　①監査員は"監査を行う力量を持った人"と定義されている。
　②ISO9001のように"監査員は自らの仕事は監査しない"はない。責任を負っていないことが立証できればよい。
・社長の内部監査も実施しておく。

	4.6
マネジメントレビュー
	・外注についてどこまで踏み込むのか明確になっていない。
・マネジメントレビューにおいて、環境方針、環境目的、その他の要素の"変更とその決定した処置"について識別して明確にする。
・アウトプットを明確に記載する。
・決定の時期、必要な資源、責任及び方法を明確にする。


http://www1.odn.ne.jp/~cbj32100/standards/iso/siteki_14001.html
